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 地域の経済や雇用を支える中小企業。しかし、近年は後継者が見つからないことで、事業が黒

字でも廃業を選択する企業は多い。日本政策金融公庫が 2023年に実施した調査では、60歳以上の

代表者のうち 60％超が将来的な廃業を予定していた。 

 足元では後継者問題が改善に向かっている。ただ、事業承継中に発生した想定外の事態などで

事業承継が円滑に進まない事例もみられ、後継者「決定後」のサポートも欠かせない。 

 

 

 

 

 

 

  

[注]　2015年以前は連続した集計期間を持たない
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九州・沖縄地区「後継者不在率」動向調査（2024 年） 

後継者「不在率」、過去最低の 52.9％ 事業承継「脱ファミリー化」進む 

跡継ぎ候補にベテラン志向 「豊富な経験」後継者に求める傾向強まる 

調査結果（要旨） 

1. 2024年の後継者不在率は 52.9％ 調査開始以降で最低値も、改善ペースは鈍化傾向 

2. 「80代」で後継者不在率が悪化 

3. 「沖縄県」が 65.3％、「大分県」が 61.3％で続く 

4. 事業承継で「脱ファミリー化」が加速、後継候補に「ベテラン」求める志向が強まる 

「後継者不在率」推移 新代表の就任経緯（交代年別） / 後継者候補 

帝国データバンクでは、信用調査報告書ファイル「CCR」（200万社収録）など自社データベースを基に、2022年 10月-24年10月の期

間を対象に、事業承継の実態について分析可能な約 2万7,000 社（九州・沖縄地区・全業種）における後継者の決定状況と事業承継
について分析を行った。同様の調査は 2023 年 11 月に続き 11 回目 
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新代表の「就任経緯」の推移 
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調査時点 

40.1% 31.7％ 19.4％ 

「後継者あり」企業における後継者候補の属性 

「同族継承」による就任 内部昇格 M&A ほか 

外部招聘 

創業者 

34.1％ 33.8％ 18.6％ 

後継候補が「子ども」 「親族」 

34.9％ 26.1％ 

「非同族」 

33.0％ 

「配偶者」6.0％ 

 

「同族承継」合計 67.0％ 
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後継者不在率の推移 

2024 年の後継者不在率は 52.9％ 調査開始以降で最低値も、改善ペースは鈍化傾向 

 九州・沖縄地区の全業種約 2万 7,000社を対象とした 2024年の後継者動向を調査した結果、後

継者が「いない」、または「未定」とした企業は約 1万 4,000社に上った。この結果、九州・沖縄

地区の後継者不在率は 52.9％となり、23年から 2.2ポイント（pt）低下した。4年連続で前年の

水準を下回ったほか、コロナ前の 19年に比べると 9.3ptも低下するなど改善傾向が続いた。 

 事業承継に関する官民の相談窓口が全国に普及し、プル・プッシュ型の各種支援メニューも拡

充されたことで、従前は支援対象として手が届かなかった小規模事業者にも門戸が広がった。自

治体や地域金融機関などの支援機関が事業承継を呼びかけるアナウンス効果も加わり、事業承継

の重要性が広く認知・浸透したことが、後継者不在率の改善に大きな影響力を発揮したとみられ

る。他方で、前年からの改善幅はコロナ禍以降では 2023年に次いで 2番目に小さく、後継者不在

率の改善ペースは鈍化傾向がみられる。 

 近時は経営環境の急激な変化により事業承継を中断したケースや、現代表者による後継者選び

の見直し、あるいは後継者候補だった人物の辞退や退社といったケースなどもみられる。2023 年

調査と 24年調査の後継者策定状況が比較可能な企業で、後継者が「不在」だった九州・沖縄の約

1 万 4,000 社の動向をみると、23 年以降に代表者交代を行ったことで後継者を決めていない「承

継直後」が 3.0％、23年時点では後継者候補がいたにも関わらず 24年に後継者不在となった「計

画中止・取りやめ」が全体の 2.2％となった。年代別にみると、「計画中止・取りやめ」の割合は、

「70 代」では後継者不在のうち 4.4％と全世代平均の 2 倍まで脹らんでいる。事業承継が中断・

頓挫した要因は多岐にわたるものの、高齢での事業承継では中断・白紙といったリスクがより高

い傾向にある。 

 

年代別：「80 代以上」で後継者不在率が悪化 

 2024 年の後継者不在率は、代表者年代によって動向が分かれた。全年代で最も減少幅が大きか

った「30代未満」（84.1％、4.7pt減）、次いで、「30代」（83.7％、2.5pt減）など若年代表者の後

継者不在率が大幅に低下した。一方で、「80代」では前回悪化した 2019年以降で 5年ぶりに悪化

に転じた。 

 

２３年比

（１年前）

九州平均 61.2 62.2 62.7 60.2 57.2 55.1 52.9 △ 2.2

３０代未満 90.0 91.0 95.6 87.9 89.7 88.8 84.1 △ 4.7

３０代 89.3 88.6 89.9 90.2 88.5 86.2 83.7 △ 2.5

４０代 82.7 82.4 81.7 81.8 78.6 75.1 74.8 △ 0.3

５０代 67.4 67.1 66.0 67.4 64.6 60.6 60.2 △ 0.4

６０代 46.9 46.1 45.1 45.5 41.8 37.9 37.2 △ 0.7

７０代 36.6 36.2 36.5 34.0 31.5 29.8 29.0 △ 0.8

８０代以上 31.3 32.0 28.4 27.6 24.4 20.6 23.1 2.5

2023 20242018 2019 2020 2021 2022

代
表
者
年
代
別

単位：％ 単位：pt
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60％台

都道府県別 後継者不在率

40％台以下

70％超

50％台

72.3％

秋田県

70.6％

鳥取県

34.1％

三重県

4年連続で全国最低

全国で最高値

単位：％ 単位：pt

2023 2024
２３年比
（１年前）

１ 秋田県 70.0 72.3 +2.3 

2 鳥取県 71.5 70.6 △0.9 

3 島根県 69.2 66.5 △2.7 

4 北海道 66.5 65.7 △0.8 

5 沖縄県 66.4 65.3 △1.1 

6 愛媛県 62.5 61.4 △1.1 

7 大分県 62.9 61.3 △1.6 

8 神奈川県 63.6 60.5 △3.1 

9 徳島県 61.8 60.2 △1.6 

10 高知県 57.3 60.0 +2.7 

都
道
府
県
別

後
継
者
不
在
率
上
位

県別：「沖縄県」が 65.3％、 「大分県」が 61.3％で続く 

 都道府県で最も不在率が低いのは「三重県」で 34.1％だった。2021年以降、4年連続で全国最

低水準となった。「地域金融機関などが密着して支援を行っていることに加え、経営や商圏が比

較的安定している企業も多い」などの理由から、同族内で経営を引き継ぎやすい環境が整ってい

ることなどが背景にある。同県では 18年にピークとなる 69.3％を記録して以降、不在率の急激

な低下がみられたものの、22年を境に上昇傾向にある。 

 後継者不在率が全国で最も高いのは「秋田県」で、全国平均を大幅に上回る 72.3％だった。同

県が全国で最高となるのは 2011年の調査開始以降で初めて。不在率が 70％を超えたのは秋田県

と、2023年に全国で最も高かった「鳥取県」（70.6％）の 2県のみだった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州・沖縄地区の県別では、2011-20年の調査まで一貫

して全国で不在率トップだった「沖縄県」（65.3％）がト

ップ、ただ、近年は低下が続き、全国 5番目の水準となっ

た。「大分県」（61.3％）が続き、不在率が 60％を超えたの

はこの 2県となった。一方で、最も不在率が低かったの

は、「鹿児島県」で 41.3％だった。 

 九州・沖縄地区 8県で 7県が改善するなど後継者問題は

改善傾向にある。「宮崎県」（2023年：48.1％→2024年：

49.2％、1.1pt増）は唯一不在率が上昇した。最も不在率

の低下幅が大きかったのは「福岡県」（2023年：57.9％→

2024年：54.1％、3.8pt減）だった。 

 

 

 

都道府県別 後継者不在率 
（2024年調査時点比） 

都道府県別 
後継者不在率上位 

県別（九州・沖縄） 
後継者不在率上位 

２３年比

（１年前）

1 沖縄県 66.4 65.3 △ 1.1

2 大分県 62.9 61.3 △ 1.6

3 長崎県 59.6 59.0 △ 0.6

4 福岡県 57.9 54.1 △ 3.8

5 宮崎県 48.1 49.2 1.1

6 熊本県 47.9 46.5 △ 1.4

7 佐賀県 43.1 42.5 △ 0.6

8 鹿児島県 43.8 41.3 △ 2.5

2023 2024

県
別

後
継
者
不
在
率

単位：％ 単位：pt
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業種別：全産業で不在率 60％を下回る 調査開始以降で初 

 業種別では、2011年以降の調査期間で初めて、7業種すべてで不在率 60％を下回った。24年

の不在率が最も高かったのは「小売業」（59.1％）だが、18年以降で最も高い 20年（64.2％）と

比べて 5.1pt、前年比でも 0.9pt低下するなど改善傾向が続いた。 

 最も低いのは「製造業」（44.2％）で、現状のペースで改善が進んだ場合、2020年代に不在率

40％を下回る可能性がある。製造業では自動車産業をはじめ、サプライチェーン（供給網）を構

成する企業の事業承継問題が全体の供給網に影響を及ぼしかねないとの認識が広がっており、重

点的な支援が行われてきたことも、後継者不在の改善に大きな役割を果たしたとみられる。 

 業種をより細かくみると（中分類）、最も不在率が高かったのは「皮革・毛皮製造」が 80.0％

と唯一の 80％台となり、自動車ディーラーなど「自動車・自転車小売」（69.6％）、「自動車整

備」（63.8％）、「医療業」（63.5％）、「郵便・電気通信」（61.5％）、「職別工事業」（60.8％）、「設

備工事業」（60.3％）が 60％台で続いた。最も不在率が低いのは「鉱業」（34.1％）だった。 

 

 

2024 年の事業承継動向 

就任経緯別：「脱ファミリー化」が加速、後継候補に「ベテラン」求める志向が強まる 

 2020年以降の過去 5年間で代表者交代が行われた企業のう

ち、前代表者との関係性（就任経緯別）をみると、24年（速

報値）の事業承継は「同族承継」が 34.1％となった。ただ、

血縁関係によらない役員・社員を登用した「内部昇格」によ

るものが 33.8％に達するなど、「同族承継」に速報値段階で

僅差（▲0.3pt）に迫った。「Ｍ＆Ａほか」（18.6％）、「外部

招聘」（9.1％）など、社外の第三者を経営トップとして迎え

入れる事業承継の割合も増加傾向が続き、これまで最も多か

った身内の登用など親族間承継から社内外の第三者へと経営

権を移譲する「脱ファミリー化」の動きが加速している。 

九州 事業承継「就任経緯別」推移

43.8% 44.6%
43.0%

40.1%

同族承継, 

34.1%

31.5%
29.7% 29.7%

31.7%

内部昇格, 

33.8%

12.1%
14.1% 13.8%

15.8%

M&Aほか, 

18.6%

8.8%
7.3%

8.7% 8.2%

外部招聘, 

9.1%

3.8% 4.3%
4.8% 4.2% 創業者, 

4.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

2020 2021 2022 2023 2024

100%

[注2] [Ｍ＆Ａほか]は、買収・出向・分社化の合計

[注1] ２０２2年までの数値は、過去調査時の最新データ

（年）

（速報値）（実績値）

２３年比

（１年前）

1 皮革・毛皮製造 87.5 80.0 △ 7.5

2 自動車類小売 70.2 69.6 △ 0.6

3 自動車整備 64.7 63.8 △ 0.9

4 病院・医療 66.1 63.5 △ 2.6

5 郵便・電気通信 65.0 61.5 △ 3.5

44 輸送用機械具製造 43.2 40.6 △ 2.6

45 食料・飼料・飲料製造 41.4 40.3 △ 1.1

46 窯業 41.8 37.4 △ 4.4

47 金融・保険 36.4 34.9 △ 1.5

48 鉱業 37.8 34.1 △ 3.7

20242023

業
種
中
分
類
別

上
位
・下
位
5
業
種

単位：％ 単位：pt

業種別 後継者不在率推移 
（2024年調査時点） 

業種中分類別 
後継者不在率上位・下位 5業種 

代表者・就任経緯別 推移 
（2020年以降） 

２３年比

（１年前）

九州平均 61.2 62.2 62.7 60.2 57.2 55.1 52.9 △ 2.2

建設業 64.7 66.5 66.9 64.5 61.4 58.9 56.9 △ 2.0

製造業 52.3 54.1 55.0 52.1 48.5 46.1 44.2 △ 1.9

卸売業 59.1 60.4 60.7 58.0 54.8 52.2 49.3 △ 2.9

小売業 61.8 62.7 64.2 62.2 60.8 60.0 59.1 △ 0.9

運輸・通信業 61.4 60.3 60.0 57.9 55.6 52.3 49.7 △ 2.6

サービス業 66.6 67.4 67.3 64.5 61.2 59.5 56.3 △ 3.2

不動産業 66.8 65.6 65.9 62.4 55.8 53.5 51.7 △ 1.8

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

業
種
別

単位：％ 単位：pt
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後継者候補属性：「親族」「非同族」の割合が拡大 「ファミリー」承継は低下傾向続く 

 後継者候補が分析可能な九州・沖縄地区約 1万 2,000社の後継者属性をみると、最も多いのは

「子ども」の 34.9％で、前年を 2.1pt下回った。同族承継では「配偶者」（6.0％）についても前

年から低下した一方で、「親族」（26.1％）は前年から上昇するなど、承継先の傾向が分かれた。

また、「非同族」は 33.0％で、前年を 2.9pt上回った。ファミリー企業でも、親族外事業承継＝

脱ファミリーへ舵を切る動きが強まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の展望・見通し 

「事業承継問題」警鐘に大きな成果 今後は「策定」から先のステージで重点的な支援が求められる 

 コロナ以前から官民一体となって推し進めてきた事業承継への啓蒙活動や支援が中小企業にも

浸透・波及し、後継者問題に対する代表者側の意識改革が進むなど、後継者問題への取り組みは

一定の成果を上げている。他方で、後継者不在率の低下幅は前年に比べて縮小するなど、改善ペ

ースには鈍化の兆しがみられる。代表者の交代のほか、当代での店じまいを決断した高齢代表者

など事業承継を望まない層も多く、後継者不在率は 50％前後で当面推移する可能性がある。 

 企業の約半数が後継者候補を「決めた」なかで、今後は経営引き継ぎなど具体的な承継ステー

ジにおける支援の在り方が重要性を帯びてくる。帝国データバンク福岡支店が集計した九州・沖

縄地区の「後継者難倒産」は 2024 年 1-10 月で 37 件発生し、過去最多だった 23 年同期と同水準

で推移している。近時は「後継者育成」に頓挫し、承継完了が間に合わずに事業継続を断念するケ

ースも目立つ。 

 事業承継の手法として近年注目された「事業承継型Ｍ＆Ａ」の動向も焦点となる。後継者がい

ない中小企業の代表者が仲介業者を通じて売却したものの、買収元企業により給与遅配や税金未

納など健全な企業経営が行われない、個人保証が解除されないといったトラブルが相次ぎ表面化

している。事業の「第三者承継」へのシフトが鮮明となるなかで、有力な選択肢だったＭ＆Ａによ

る事業承継に影響を及ぼしかねず、後継者不在率の動向とともに事態の注視が必要となる。 
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参考データ：各種統計データ集 

 

 2024 年 1-10 月に発生した、後継者がいないことで事業継続が困難になった九州・沖縄地区の

「後継者難倒産」（負債 1000 万円以上、法的整理）は 37 件となった。過去最多だった 2023 年・

46件を上回る水準（前年同期比 5.7％増）で推移、通年では、3年連続で 40件を上回る高水準で

の推移が見込まれる。 

 後継者の選定・育成ができないまま代表者が活動できなくなるといった「不測の事態」に対応

しきれず、事業継続を断念したケースが近時は目立っている。 

 

 足元では、当代限りで廃業するといった決断を下す事業者も多い。日本政策金融公庫の調査iで

は、後継者が決まっておらず、「自分の代で事業をやめるつもりでいる」とした企業が、2023年調

査時点で 57.4％に達した。2015年（50.0％）から大幅に上昇しており、同公庫は「中小企業が次々

に廃業していくという問題は、より深刻化しているということができるだろう」と分析している。 

 団塊の世代が 75歳以上の後期高齢者となる「2025年問題」が目前に迫るなか、代表者が 70代

の後継者不在率は依然として約3割に近い水準で推移している。ゼロベースからの事業承継には、

一般に最長 10 年程度の準備期間が必要とされるなかで、仮に 70 代から事業承継に着手したとし

ても、代表者の病気・死亡により後継者育成に支障をきたすリスクは非常に高い。代表者が高齢

で後継者がいない、円滑な事業承継が進まない企業を中心に、後継者難倒産が今後も発生する可

能性が高い。  

 
i 日本政策金融公庫「中小企業における事業承継問題の実態と変化」(日本政策金融公庫 調査月報 2023 No.179) 

[注]　負債1000万円未満の法的整理が対象
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都道府県 2022 202３ 2024 前年比

北海道 68.1 66.5 65.7 △ 0.8

青森県 59.9 61.2 57.7 △ 3.5

岩手県 61.2 57.9 54.6 △ 3.3

宮城県 60.3 59.2 55.9 △ 3.3

秋田県 69.9 70.0 72.3 +2.3

山形県 50.0 46.6 44.3 △ 2.3

福島県 44.7 46.1 45.1 △ 1.0

茨城県 42.7 42.1 41.0 △ 1.1

栃木県 58.0 56.3 55.1 △ 1.2

群馬県 58.0 53.9 51.8 △ 2.1

埼玉県 61.9 58.4 55.8 △ 2.6

千葉県 51.8 43.9 42.2 △ 1.7

東京都 57.7 53.9 51.1 △ 2.8

神奈川県 66.2 63.6 60.5 △ 3.1

新潟県 53.5 47.2 46.6 △ 0.6

富山県 60.3 59.4 58.2 △ 1.2

石川県 57.9 58.5 56.0 △ 2.5

福井県 52.8 52.7 53.5 +0.8

山梨県 47.6 48.7 50.2 +1.5

長野県 59.4 54.1 51.9 △ 2.2

岐阜県 62.9 60.7 58.1 △ 2.6

静岡県 53.6 51.9 50.3 △ 1.6

愛知県 58.4 52.5 50.1 △ 2.4

三重県 29.4 30.2 34.1 +3.9

都道府県 2022 202３ 2024 前年比

滋賀県 57.7 52.9 45.9 △ 7.0

京都府 50.8 44.2 44.2 ±0.0

大阪府 55.4 48.9 47.1 △ 1.8

兵庫県 51.2 48.0 48.4 +0.4

奈良県 49.9 51.2 49.4 △ 1.8

和歌山県 46.2 43.0 43.5 +0.5

鳥取県 71.5 71.5 70.6 △ 0.9

島根県 75.1 69.2 66.5 △ 2.7

岡山県 60.5 57.3 57.6 +0.3

広島県 59.0 56.6 57.6 +1.0

山口県 65.3 60.3 56.4 △ 3.9

徳島県 61.6 61.8 60.2 △ 1.6

香川県 49.0 49.3 48.7 △ 0.6

愛媛県 62.1 62.5 61.4 △ 1.1

高知県 57.5 57.3 60.0 +2.7

福岡県 60.2 57.9 54.1 △ 3.8

佐賀県 46.8 43.1 42.5 △ 0.6

長崎県 59.9 59.6 59.0 △ 0.6

熊本県 49.5 47.9 46.5 △ 1.4

大分県 65.6 62.9 61.3 △ 1.6

宮崎県 49.3 48.1 49.2 +1.1

鹿児島県 46.4 43.8 41.3 △ 2.5

沖縄県 67.7 66.4 65.3 △ 1.1

全国平均 57.2 53.9 52.1 △1.8

単位：％ 単位：pt単位：％ 単位：pt

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.都道府県別 後継者不在率 

3.九州・沖縄地区業種中分類別 後継者不在率 

単位：％ 単位：pt 単位：％ 単位：pt

業種中分類 2022 2023 2024 前年比 業種中分類 2022 2023 2024 前年比

職別工事業 63.9 63.6 60.8 △ 2.8 貴金属製品卸売 50.0 63.6 55.6 △ 8.0

総合工事業 59.0 55.1 51.8 △ 3.3 その他卸売 54.4 49.9 46.4 △ 3.5

設備工事業 62.1 59.7 60.3 0.6 各種商品小売 48.4 50.3 46.2 △ 4.1

食料・飼料・飲料製造 45.0 41.4 40.3 △ 1.1 織物・衣服・身の回り品小売 53.5 51.4 53.7 2.3

繊維工業・繊維製品製造 47.6 46.9 51.0 4.1 飲食料品小売 55.0 54.0 52.6 △ 1.4

木材・木製品製造 53.2 52.5 58.8 6.3 飲食店 65.2 62.2 59.6 △ 2.6

家具製造 47.9 51.2 57.7 6.5 自動車・自転車小売 68.5 70.2 69.6 △ 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造 49.3 45.6 41.5 △ 4.1 家具・什器・家庭用機械器具小売 64.1 63.3 59.6 △ 3.7

出版・印刷・同関連産業 51.7 50.0 45.9 △ 4.1 その他小売 59.7 55.9 53.6 △ 2.3

化学工業、石油・石炭製品製造 51.1 47.8 45.9 △ 1.9 運輸業 55.2 51.9 49.4 △ 2.5

ゴム製品製造 50.0 44.8 50.0 5.2 郵便・電気通信 67.3 65.0 61.5 △ 3.5

皮革・毛皮製造 75.0 87.5 80.0 △ 7.5 旅館・宿泊所 51.1 49.1 56.1 7.0

窯業・土木製品製造 44.7 41.8 37.4 △ 4.4 娯楽業（アミューズメント） 50.9 51.2 44.2 △ 7.0

鉄鋼・非鉄金属・金属製品製造 49.4 47.3 43.4 △ 3.9 自動車整備・駐車場・修理 67.6 64.7 63.8 △ 0.9

一般機械器具製造 51.3 48.9 45.9 △ 3.0 広告・調査・情報サービス 63.6 61.8 57.3 △ 4.5

電気機械器具製造 54.5 53.7 48.0 △ 5.7 専門サービス 66.9 62.8 59.7 △ 3.1

輸送用機械器具製造 49.0 43.2 40.6 △ 2.6 医療業 65.7 66.1 63.5 △ 2.6

その他製造 48.6 49.3 50.2 0.9 教育 55.1 55.0 50.5 △ 4.5

各種商品卸売 57.4 52.7 46.0 △ 6.7 その他サービス 55.4 53.3 49.3 △ 4.0

繊維・衣服・繊維製品卸売 55.2 50.3 49.0 △ 1.3 不動産業 55.8 53.5 51.7 △ 1.8

飲食料品卸売 52.4 50.9 48.0 △ 2.9 農業・林業・漁業 49.9 49.0 47.2 △ 1.8

機械器具卸売 58.4 55.4 53.5 △ 1.9 鉱業 51.1 37.8 34.1 △ 3.7

自動車・付属品卸売 54.7 59.6 57.1 △ 2.5 金融・保険業 38.5 36.4 34.9 △ 1.5

木材・建築材料卸売 52.1 50.4 48.0 △ 2.4 その他 41.7 37.7 33.9 △ 3.8

家具・建具・什器卸売 57.2 56.5 52.0 △ 4.5 九州平均 57.2 55.1 52.9 △ 2.2


